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１５時００分開会 

○沼田会長 ただいまより、令和７年度第１回八王子市環境審議会を開催します。 

出席者が過半数を超えているため、会議の成立を宣言します。注意事項について、事

務局より説明をお願いします。 

○田中環境政策課主査 事務局から注意事項についてご説明します。 

  本日は、Ｗｅｂと対面それぞれからご参加いただいております。通信状況が不安定な

場合等あるかと思いますが、あらかじめご了承ください。 

  Ｗｅｂ参加の方は、ご発言するとき以外はマイクをオフにしてください。ご発言の際

は、Ｗｅｂ参加の方は挙手ボタンを、対面参加の方は挙手をお願いします。 

  また、ご発言の際は、お名前をおっしゃってから発言していただくようお願いいたし

ます。チャット機能なども活用いただければと思います。 

  最後になりますが、本会議は会議録作成のため録画させていただきますのでご了承く

ださい。ご協力をよろしくお願いします。 

○沼田会長 それでは次第に沿って進行します。 

  議題１「建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度について」、ご説明をお願いしま

す。 

○髙橋環境政策課課長補佐 それでは、「建築物再生可能エネルギー利用促進区域制度につ

いて」、ご説明いたします。 

２ページをご覧下さい。報告目的についてですが、建築物の省エネ・再エネ対策の抜

本的な強化を図る建築物省エネ法の改正により、市町村において「建築物再生可能エネ

ルギー利用促進区域制度」における区域設定等が可能となりました。再生可能エネルギ

ー設備の設置を促進し、ゼロカーボンシティの実現を目指すため、「建築物再生可能エネ

ルギー利用促進区域制度」の導入について報告するものです。 

３ページをご覧ください。これから説明させていただく全体の内容をまとめたものと

なっており、本制度を導入することにより、２建築物再エネ促進区域制度、（２）区域内

に適用される措置、③建築士の説明義務、④促進計画に適合して再エネ利用設備を設置

する建築物についての形態規制の特例許可を新たに実施することが可能になるため、制

度導入について、報告します。 

これから、それぞれの項目について順次説明させていただきますが、このページの大

まかなポイントをご説明致します。 
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１の背景についてですが、国が法改正により建築物再エネ利用促進区域制度を創設し、

それに伴い東京都が指針を策定しました。 

八王子市では、国の法改正の趣旨に基づき、本制度を導入します。なお、本制度は全

国で９自治体のみ導入しております。 

２の建築物再エネ促進区域制度についてですが、（１）の促進計画では、区域の位置や

再エネ利用設備の種類、特例許可の適用要件を定めます。（２）の区域内に適用される措

置では、市町村や建築主の努力義務、建築士の説明義務が生じ、形態規制の特例許可が

可能となります。 

  今回報告する内容は、促進計画と条例の方針となります。詳細はのちほど説明いたし

ます。 

３の想定される効果についてですが、最大で年間 4,500ｋＷの太陽光発電設備導入、

また災害時のレジリエンス強化など、これらの効果は、ゼロカーボンシティ実現に寄与

致します。 

  ４のスケジュールについてですが、パブリックコメント、議案上程などを経て、令和

８年４月からの制度開始を目指します。 

４ページをご覧ください。背景についてですが、国は、令和４年６月に、国における

2050年カーボンニュートラルの実現に向け、建築物の省エネ性能の一層の向上を図る対

策の抜本的な強化を講じるため、建築物省エネ法の改正を実施しました。 

  建築物省エネ法の改正による主な変更点として７項目が挙げられます。法改正により

（１）～（６）については、すでに国で実施されておりますが、今回報告する（７）建

築物再生可能エネルギー利用促進区域については、市町村において促進計画を定め、条

例制定をすることにより実施が可能になります。 

東京都は、建築物への再エネ利用設備設置の一層の促進に向けて、促進計画を区市町

村が円滑に定められるよう、都の基本的な考え方について「東京都建築物の脱炭素化に

係る検討協議会」で検討し、「東京都建築物再生可能エネルギー利用促進計画策定指針」

として取りまとめています。都の基本的な考え方を反映した促進計画のひな形を作成す

るなど、東京都全域を促進区域とするために、都内自治体に働きかけを実施しておりま

す。 

５ページをご覧ください。八王子市は令和５年３月に「八王子市地球温暖化対策地域

推進計画」を策定しました。 
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ゼロカーボンシティ実現に向け、二酸化炭素排出量の約 66％を占める家庭部門と業務部 

門の対策は特に重要となります。 

また、計画では、市内太陽光発電容量の 2030年度目標値を 159ＭＷと定めており、現状 

値は 63ＭＷとなります。 

 八王子市の方向性といたしましては、制度導入団体における本制度の整理、都指針の改 

定を踏まえ、令和８年４月から制度の導入を目指してまいります。 

6ページをご覧ください。 

促進計画についてですが、市町村は、促進計画を作成・公表することで、本制度を活用 

することができます。 

①の促進計画を策定する目的についてですが、東京都において、令和７年４月から施行

された新築建築物の太陽光発電設置義務化に伴い、都内での年間新築棟数の約半数が太陽

光設置の対象となります。 

一方で、建物は建築されると長期にわたり使用され続けるという特性があることから、 

すべての新築建築物や建替住宅において、それらの機会を逃さない対策が重要と考えてい

ます。 

 そのため、設置義務化の対象にならない新築建築物や建替住宅においても、太陽光発電 

等の設置を促進するため、本制度を活用いたします。 

 なお、本制度導入により、市内の太陽光発電容量目標値に対して、最大で約 14.2％の促 

進効果があります。 

②の策定における考え方についてですが、八王子市の状況をもとに、方向性を定めたう 

えで、都指針との整合性を確認しております。 

7ページをご覧ください。 

 （１－１）再エネ利用促進区域の位置・区域についてですが、建築物の再エネ利用設備 

導入における適合度は、市域全域において概ね同一であることから、行政区域全域を区域 

といたします。 

これは都の指針においても、東京都全域を促進区域とすることが掲げられていることと 

本市の考え方が合致するものであります。 

（１－２）設置を促進する再エネ設備の種類についてですが、本市の導入に適した再生 

可能エネルギーは太陽光が 99.8%であること、建築物に設置することから、太陽光発電設

備と太陽熱利用設備とします。 
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これは都の指針においても、太陽光発電設備と太陽熱利用設備とすることが掲げられて 

いることと、本市の考え方が合致するものであります。 

８ページをご覧ください。 

 （１－３）再エネ設備を設ける場合の建築基準法の特例適用要件に関する事項について 

ですが、建築基準法における各制限の目的に応じた特例許可の観点をもとに、容積率、建 

蔽率、絶対高さ、高度地区ごとに表のとおり定めます。 

共通の考え方は、ソーラーカーポート等を設置する場合、その架台下を「屋内的に利用 

しない」又は、架台下の用途が「自動車車庫」又は「通常であれば屋外的な用途」であり、

交通負荷が増大しないこと、また、ソーラーカーポート等を設置する場合、国土交通大臣

が認める高い開放性を有する構造であることとなります。 

次にそれぞれの許可に対する特例適用要件になりますが、項目が多いため少し割愛させ 

ていただきます。 

容積率制限に対する許可については、設備設置により、周囲に対する日影が増大しない 

こと、圧迫感が増大しないこと、敷地内に空地を有することを定めています。 

建蔽率制限に対する許可については、地上にソーラーカーポート等を設置するものであ 

ること、敷地境界線との間に距離を有することを定めています。 

絶対高さ制限に対する許可については、屋上又は陸屋根にソーラーカーポート等、太陽 

光パネル又は太陽熱利用設備を設置するものであること、周囲に対する日影が増大しない

ことを定めています。 

高度地区における高さ制限に対する許可についてですが、周囲に対する日影が増大しな 

いこと、高度地区の指定趣旨に配慮していることを定めています。 

９ページをご覧ください。促進区域内に適用される措置についてですが、適用される措 

置は、①市町村の努力義務、②建築主の努力義務、③建築士の説明義務、④形態規制の特

例許可となります。ここでは③建築士の説明義務と④形態規制の特例許可について詳しく

説明させていただきます。 

③建築士の説明義務について、建築士には、新築や建替えの際に、再生可能エネルギー 

設備の設置に関する説明義務が課されます。これは条例により規定されるもので、建築主

に対して再エネ設備導入の意義、メリット、設置に伴う費用などを丁寧に説明することで、

設置の意思決定を後押しする効果が期待されます。 

建築士に説明義務を課すためには、条例での規定が必要なことから、条例を新設いたし
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ますが、令和７年第４回定例会上程を予定しております。 

条例は第１条から第３条の条文となっており、趣旨と建築士が説明を要する建築物の

用途、建築士が説明を要する建築の規模となっております。 

  建築士が説明を要する建築物の用途では、現状変更規制及び保存措置のある建築物、

仮設の建築物は対象外とし、建築士が説明を要する建築の規模では床面積合計が 10㎡を

超える建築物とします。 

10ページをご覧ください。④形態規制の特例許可についてですが、促進計画に適合す

る建築物については、建築基準法における容積率、建蔽率、建築物の高さなどの形態規

制に関して、特例許可が可能となります。これにより、例えばソーラーカーポートの設

置など従来の規制により設置を断念していたケースでも、再エネ設備の導入がしやすく

なり、設置促進につながります。 

11ページをご覧ください。想定される効果ですが、建築士の説明義務が導入されるこ

とにより、都の太陽光発電設置義務化の対象とならない建築物への太陽光発電の設置を

促すための建築主への情報提供を行うことが可能になります。最大で年間 4,500㎾の太

陽光発電設備を導入促進するポテンシャルがある建築物への設置の意思決定を後押しす

る効果を期待しています。 

再エネ設備設置促進により、地域の脱炭素化・地域経済の活性化・災害時のレジリエ

ンス強化の効果も期待され、これらの効果は、ゼロカーボンシティ実現に寄与致します。 

12 ページをご覧ください。本制度のまとめですが、本制度の最大のメリットは、「建

築士の説明義務」により、都の義務化の対象外となる建築物にアプローチでき、仮に建

築主が設備を設置しない場合でも、再エネ設備の周知・啓発が行われることです。 

  制度導入団体の取組実績を踏まえ、建築士協会などの関係団体と適宜調整を行いなが

ら進めていくこと、様々な手法で制度の周知を図ることなどを課題に対する対応策とし

て実施していきます。 

13ページをご覧ください。制度開始までのスケジュールですが、9月環境審議会及び

都市環境委員会へ報告・プレスリリース、9月～10月パブリックコメント実施（促進計

画・条例）、12月議案上程（4定）と促進計画公表・プレスリリース、令和 8年 1月～周

知開始、4月制度開始となります。説明は以上となります。 

○沼田会長 ご説明ありがとうございました。ただいまのご説明に関しましてご意見をお

願いします。 
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○櫻井副会長 義務化対象外の建築物に太陽光を導入する場合、その費用は建物所有者が

負担するという理解でよいか。 

○髙橋環境政策課課長補佐 基本的には建物所有者の負担となる。都の補助金もあり、今

後ソーラーカーポートを補助メニューに追加するなどの検討を行っていきたい。 

○櫻井副会長 太陽光パネルのリサイクルについて、現在最大で年間 4,500kWのポテンシ

ャルがあり、太陽光パネルが増えていく中で、ライフリサイクルアセスメントの結論が

出ないまま進めていくのか、リサイクルの観点も入れて議論していくのか。将来に向け

た方向性をお聞かせいただきたい。 

○髙橋環境政策課課長補佐 市でも議論していてリサイクルの方向で進めているが、リサ

イクルが進まないとの報道があるので、国の動向を見極めながら進めていきたい。 

〇櫻井副会長 その辺りをパブリックコメントにも反映していただければと思う。 

○山口委員 建築士の説明が義務化されているが、建築士が説明したかどうかはどこでチ

ェックするのか。 

○髙橋環境政策課課長補佐 様式の中でチェックする予定。 

○山口委員 建築確認申請を提出した時に市役所でチェックするとのことか。チェックし

たものを確認するのは誰か。 

○髙橋環境政策課 建築確認申請の備考欄にチェックする予定。 

○山口委員 建築士の協会団体はその辺りを理解しているのか。 

○髙橋環境政策課課長補佐 下話はしているが、正式には今後説明に伺う。 

○西山委員 パネルのリサイクルがまだ確立されていない中で、このままスケジュール通

り進めるのは危険ではないか。 

〇髙橋環境政策課課長補佐 ご指摘のとおり、現時点ではリサイクル業者が限られており、

費用も高くなっている。国も対応を模索している状況である。リサイクルか産廃か、市

としては可能な限りリサイクルを推進していく方向だが、今後は国の方針を踏まえて進

める予定である。 

〇西山委員 市はリサイクルの方向で進んでいくとのことだが、リサイクルが確立してい

ないのに、令和８年に制度を開始することは大変危険である。 

○榊委員 住民参加型の計画づくりが一つの視点として重要と考える。ワークショップや

意見募集を通じて、地域住民の声を反映した内容にしていただきたい。リスク面もある

と思うので、いろいろな声を聞いた上で進めていただくことが大事と考える。 
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○髙橋環境政策課課長補佐 パブリックコメントでいただいたご意見などは精査し、尊重

して進めていきたい。 

○沼田会長 今回の趣旨からすると住民参加型で直接的に扱うことはなかなか難しいが、

省エネは社会がどう応用して進めていくかが鍵になるので、今日いただいた意見やパブ

リックコメントの意見を市としてどう扱っていくかを考えていただきたい。 

○西山委員 地域経済の活性化が見込まれるとあるが、太陽光パネルを設置した時にどの

ような地域経済の活性化が見込まれるのか。 

○髙橋環境政策課課長補佐 維持管理や設置業者に対して、地域経済の活性化が期待され

る。 

〇沼田会長 なかなか省エネによる地域経済の活性化は難しいと考えるが、この辺りもロ

ジックがあればクリアにして説明をお願いする。 

○中島委員 説明義務について、再エネ設備のみの説明なのか、省エネ性能全体も含むの

か。また、市独自の資料を作成する予定はあるのか。さらに、説明は資料配布で足りる

のか、それとも対面での説明を義務づけるのか。 

〇髙橋環境政策課課長補佐 今回の趣旨は再エネ設備に関する説明に限定される。資料に

ついては市が作成し、周知に活用していく。説明方法については、建築士や関係者との

調整を踏まえ、適切な形を検討する。 

〇中島委員 現段階では細かいところは決まっていないと思うが、設置につながるのか気

になるところである。省エネ性能については太陽光を載せる以前に建物の性能がまだま

だ理解を得られていない。建築士が省エネ計算を外注しているとの声も聞かれている。

建築士に制度を理解してもらう意味でも、省エネ性能を理解していただき、説明してい

ただくことが必要と考える。横浜市では再エネと同時に省エネの説明をする制度になっ

ているので、検討をお願いする。また、資料配布だけだと見ない人も出てくるので、何

かしらの工夫をお願いする。注文住宅の場合は建築士と打ち合わせをする機会があるの

で、うまく組み込んでいくしくみをつくっていただきたい。 

  また、資料については八王子市ならではの啓発のしくみにつながるとよいと考える。

身近な人がやっている事例・効果をアピールするしくみの検討をお願いする。 

○沼田会長 大変重要な視点であると考える。再エネだけでなく省エネも含める必要もあ

ると考えるので、先行事例も含めて検討をお願いする。 

〇中野委員 １点目として、公共施設に太陽光パネルがどのくらい設置されていて、どの
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くらいの発電容量があり、どのくらいの電気代が節約されているかなどの説明資料がある

とよいと考える。 

２点目に、災害レジリエンスとして、太陽光パネルだけではなく蓄電池も設置している

と使い勝手がよくなる。例えば台風で強風のときに屋根に載せていた太陽光パネルが、飛

んできた瓦で割れてしまうという話も聞いたことがある。そういう意味でも事前に蓄電池

に電気が溜めてあれば停電になっても対応できることから、蓄電池の補助金はどのように

考えているのか。 

〇髙橋環境政策課課長補佐 １点目について、公共施設約 80 施設、約 2,300kW である。

２点目の蓄電池については、災害時に避難所で避難するより、自宅にて蓄電池で対応した

ほうがよいと考える。計画に盛り込んでいくかは今後の課題となる。 

〇山口委員 少しずつ前進していくことになると考えるが、意識しておいてほしい。 

○沼田会長 建築主に義務を課しただけでうまくいくのかどうか。うまくいっている事例

を参考にしながら進めていただきたい。 

〇奈良環境部長 様々なご意見ありがとうございます。リサイクルの観点が一番大事と考

える。パネルを増やしてもリサイクルができないのは問題であるため、国にも働きかけ

るし、市独自でも検討していきたい。市民がどのくらいリサイクルについて考えている

か、パブリックコメントにリサイクルの視点を入れる検討をしていきたい。 

また、建築士の説明義務だけでは太陽光設置には結びつかないと思っているので、建

築主をはじめ市民に周知していきたい。本制度を導入している自治体は少ないので、い

ただいた意見を参考に設置件数が増えるよう周知活動等に取り組んでいきたい。 

〇沼田会長 今回は設置が目的の制度になっているが、これだけだとなかなかうまくいか

ないと思うため、省エネや再エネを促進する中に位置付けていただけるよう検討をお願

いする。 

また、新しく出ている軽量で曲げられるソーラーパネルは対象となるのか。 

〇髙橋環境政策課課長補佐 新しく出ているものは通常の太陽光パネルに比べ、発電効率

が半分くらいとなっている。まだ課題が多いので、それらが実用化されれば検討してい

きたい。まだ太陽光にとどまっている。 

〇井上ゼロカーボン推進担当課長 国とも意見交換していて、将来的にどんな形にしてい

くかアンテナを高くしていく。 

〇沼田会長 効率性よりも災害の時に危険とならないものを考えていただくよう、是非ア
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ンテナを高くしていってほしい。 

〇櫻井副会長 地域特性に応じた再生可能エネルギーの設備という言葉が少し気になって

いて、太陽光以外にないのではと思うが、導入している他の自治体で太陽光以外のもの

はあるのか。 

〇髙橋環境政策課課長補佐 太陽光以外にはない。 

〇櫻井副会長 「地域特性に応じた」との文言で発信すると勘違いされるかもしれない。

最初から太陽光でやる前提でパブリックコメントを進めていったほうがよいと考える。

「地域特性」の部分が引っかかる人が多いと考えるがいかがか。 

〇髙橋環境政策課課長補佐 地球温暖化対策地域推進計画を策定する時にポテンシャル

調査をしていて、水力、風力、太陽光等を調べたなかで 99.8％が太陽光との結果であっ

た。 

〇櫻井副会長 建築物が対象であるので「地域特性」という文言はおかしい。 

〇井上ゼロカーボン推進担当課長 制度自体が地域特性を勘案して対象となる設備を決

めるとなっている。制度のスキームがこのようになっている。 

〇櫻井副会長 発電方法ではなく、スキームで地域特性を出すとのことか。 

〇井上ゼロカーボン推進担当課長 都内は太陽光であるが、地方にいくと水力が使えるか

もしれないので、太陽光だけではない。国も太陽光に限定しておらず、地域特性に応じ

たものを使うとの制度のスキームになっている。 

〇沼田会長 審議会終了後にもご意見等ありましたら、環境政策課までご連絡をお願いし

ます。 

  最後に事務局より連絡事項があればお願いします。 

○田中環境政策課主査 本日も活発なご議論ありがとうございました。 

  次回の審議会日程は現在未定のため、改めてご連絡いたします。委員の皆さまにはお

忙しいところ恐縮ですが、引き続きご協力のほど、どうぞよろしくお願いします。 

○沼田会長 それでは、以上をもちまして令和７年度第１回八王子市環境審議会を閉会し

ます。 

１６時００分閉会 


